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【障害児向けサービス】
 児童発達支援
 放課後等デイサービス
 福祉型障害児入所施設
 居宅訪問型児童発達支援
【新サービス】

 看護職員加配加算の創設

一定の基準を満たす医療的ケア児を受け入れるために看護職員を加配
している場合に、新たな加算として評価する。

 医療連携体制加算の拡充（通所支援のみ）

医療的ケア児の支援のため、外部の看護職員が事業所を訪問して障害
児に対して長時間の支援を行った場合等について、新たに評価する。

 居宅訪問型児童発達支援の創設【新サービス】

医療的ケア児等であって、障害児通所支援を利用するために外出する
ことが著しく困難な障害児に対し、居宅を訪問して発達支援を行う。

 送迎加算の拡充

送迎において喀痰吸引等の医療的ケアが必要な場合があることを踏ま
え、手厚い人員配置体制で送迎を行う場合を評価する。

【夜間対応・レスパイト等】
 短期入所

 福祉型強化短期入所サービス費の創設

医療的ケアが必要な障害児者の受入れを支援するため、短期入所の新
たな報酬区分として「福祉型強化短期入所サービス費」を創設し、看護
職員を常勤で１人以上配置すること等を評価する。

【障害者向けサービス】
 生活介護

 常勤看護職員等配置加算の拡充

医療的ケア者を受け入れるために看護職員を２名以上配置している場
合を評価する。

【支援の総合調整】
 計画相談支援
 障害児相談支援

 要医療児者支援体制加算の創設

医療的ケアを必要とする児者等、より高い専門性が求められる利用者
を支援する体制を有している場合を評価する。

 医療・保育・教育機関等連携加算の創設

医療機関、保育機関等と必要な協議等を行った上で、サービス等利用
計画を作成した場合に、新たな加算として評価する。

医療的ケア児者に対する支援の充実
平成30年度障害福祉サービス等報酬改定
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医療的ケア児者に対する支援の充実①

○ 医療技術の進歩等を背景として、人工呼吸器等を使用し、たんの吸引などの医療的ケアが必要な障害児（医療的ケア児）が増加してい
る中で、個々の障害児やその家族の状況及びニーズに応じて、地域において必要な支援を受けることができるよう、サービス提供体制
を確保する。

(１) レスピレーター管理 ＝８
(２) 気管内挿管、気管切開 ＝ ８
(３) 鼻咽頭エアウェイ ＝ ５
(４) 酸素吸入 ＝ ５
(５) １回／時間以上の頻回の吸引 ＝ ８

６回／日以上の頻回の吸引 ＝ ３
(６) ネブライザー６回／日以上または継続使用 ＝ ３
(７) ＩＶＨ ＝ ８
(８) 経管（経鼻・胃ろう含む） ＝ ５
(９) 腸ろう・腸管栄養 ＝ ８
(10) 接続注入ポンプ使用(腸ろう･腸管栄養時) ＝ ３
(11) 継続する透析(腹膜灌流を含む） ＝８
(12) 定期導尿（３／日以上） ＝ ５
(13) 人工肛門 ＝ ５

常勤看護職員等配置加算に、看護職員を複数配置し、判定スコア
の各項目に規定する状態のいずれかに該当する利用者を１名以上受
け入れている事業所を評価する新たな区分を創設。

障害児通所支援（児童発達支援、放課後等デイサービス）

○ 看護職員加配加算の創設
・ 一定の基準※を満たす医療的ケア児を受け入れるための看護
職員の加配を評価。

【※一定の基準】
① 看護職員を１名以上配置し、判定スコアのいずれかに該当する利用者
の数が１名以上（利用定員10人以下の児童発達支援：200単位／日）

② 看護職員を２名以上配置し、判定スコアの合計が８点以上である利用
者の数が５名以上（利用定員10人以下の児童発達支援：400単位／日）

③ 看護職員を３名以上配置し、判定スコアの合計が８点以上である利用
者の数が９名以上（利用定員10人以下の児童発達支援：600単位／日）

看護職員加配加算（障害児通所施設）

判定スコア

○ 看護職員配置加算の見直し
・ 一定の基準※を満たす医療的ケア児を受け入れるための看護

職員の加配を評価。

【※一定の基準】
人員配置基準に加え、看護職員を１名以上配置し、判定スコアの合計
が８点以上である利用者の数が５名以上

看護職員配置加算（福祉型障害児入所施設）

常勤看護職員等配置加算（生活介護）

○ 常勤看護職員等配置加算（Ⅰ）（従来からの区分）
※ 看護職員が常勤換算で１人以上配置されている場合
（１）利用定員が20人以下 28単位／日

○ 常勤看護職員等配置加算（Ⅱ）（新区分）
※ 看護職員が常勤換算で２人以上配置されている場合
（１）利用定員が20人以下 56単位／日

【例：入所定員が10人以下の知的障害児入所施設】
○ 看護職員配置加算（Ⅰ）（現行のとおり）
・ 看護職員が常勤換算で１人以上配置されている場合 141単位／日

○ 看護職員等配置加算（Ⅱ）（新区分）
・ 上記に加え、看護職員が常勤換算で１人以上配置され、一定の基準
を満たす障害児がいる場合 145単位／日
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医療的ケア児者に対する支援の充実②

○ 送迎においても喀痰吸引等の医療的ケアが必要な場合があるこ
とから、手厚い人員配置体制で送迎を行うことを評価する。

送迎加算の拡充（障害児通所支援）

○ 要医療児者支援体制加算の創設
・ 医療的なケアを要する児童や障害者に対して適切な計画相談
支援等を実施するため、専門的な知識及び支援技術を持つ相談
支援専門員を事業所に配置した上で、その旨を公表している場
合に加算。（35単位／月）

○ 医療・保育・教育機関等連携加算の創設
・ サービス利用支援等の実施時において、障害福祉サービス等
以外の医療機関、保育機関、教育機関等の職員と面談等を行
い、必要な情報提供を受け協議等を行った上で、サービス等
利用計画等を作成した場合に加算。（100単位／月）

計画相談支援・障害児相談支援

イ 障害児（重症心身障害児以外） 片道54単位／回
＋37単位／回※

ロ 重症心身障害児 片道37単位／回

※ 看護職員加配加算を算定する事
業所で、医療的ケアを行うため、
運転手に加え、職員を１名以上
配置して送迎を行った場合に更
に加算。

○ 医療機関との連携等により、外部の看護職員が事業所を訪問し
て障害児者に対して看護を行った場合を評価する本加算につい
て、長時間支援を評価する区分を設ける。

医療連携体制加算の拡充（短期入所、障害児通所支援）

イ 医療連携体制加算（Ⅰ） 500単位／日（利用者1人）
ロ 医療連携体制加算（Ⅱ） 250単位／日（2人～8人）
ハ 医療連携体制加算（Ⅲ） 500単位／日
ニ 医療連携体制加算（Ⅳ） 100単位／日

新設 ホ 医療連携体制加算（Ⅴ） 1,000単位／日（利用者1人）
新設 ヘ 医療連携体制加算（Ⅵ） 500単位／日（2人～8人）

※ （Ⅰ）、（Ⅱ）は4時間未満に適用し、
（Ⅴ）、（Ⅵ）は4時間を超えた支援に適用

○ 医療的ケアが必要な障害児者の受入れを積極的に支援するため、
短期入所の新たな報酬区分として創設。

【人員配置基準】
・ 併設型や空床型については、現行の取扱いと同様に、本体施設の配置
基準に準じることとし、医療的ケアが必要な障害児者を受け入れる場合
については、看護職員を常勤で１人以上配置。

・ 単独型については、現行の区分に加えて、看護職員を常勤で１人以上
配置。

※ このほか、判定スコアのいずれかの項目に該当
する者を受け入れる場合などを評価。

福祉型強化短期入所サービスの創設

○ 福祉型強化短期入所サービス費（Ⅰ）※
・ 区分６ 1,103単位

※ 短期入所のみ利用する場合
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医療的ケア児者に関する主な加算の取得状況

※算定者数は報酬の算定対象となった障害児（者）等の人数であり、医療的ケア児の人数のみを示すものではない。
※放課後等デイサービスは、平日の授業終了後に実施している事業所数・算定者数。（休業日を除いている）

事業名 平成30年6月分 令和1年６月分 令和１年10月分 令和２年２月分

児童発達支援
（看護職員加配加算）
※（ ）内は主な対象が重症心身障害
である事業所の算定数

事業所数 5,834(395) 6,520(462) 6,901(495) 7,285(527)

請求事業所数 255(82) 269(89) 279(89) 291(98)

算定者数 5,308(436) 5,480(438) 6,214(526) 6,462(579)

放課後等デイサービス
（看護職員加配加算）
※（ ）内は主な対象が重症心身障害
である事業所の算定数

事業所数 12,535(580) 13,773(729) 14,080(758) 14,391(771)

請求事業所数 277(100) 295(104) 306(107) 316(116)

算定者数 4,164(913) 4,632(927) 4,772(986) 4,825(1,057)

生活介護
（常勤看護職員等配置加算）
※（ ）内は常勤看護職員等配
置加算Ⅱの算定数

事業所数 10,149 10,728 10,866 10,957

請求事業所数 4,392(917) 4,718(1,031) 4,788(1,058) 4,808(1,050)

算定者数 187,194(49,982) 194,633(54,053) 195,543(55,597) 194,668(55,115)

福祉型強化短期入所

事業所数 4,707 4,912 5,021 5,042

請求事業所数 435 441 467 432

算定者数 3,459 3,447 3,605 3,212

計画相談支援
要医療児者支援体制加算の算
定数

事業所数 7,938 8,446 8,514 8,749

請求事業所数 84 673 771 1,052

算定者数 2,444 22,037 23,713 32,354

障害児相談支援
要医療児者支援体制加算の算
定数

事業所数 4,411 4,810 4,872 4,846

請求事業所数 75 554 656 865

算定者数 1,044 9,434 9,436 11,470
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障害福祉サービス等報酬改定検証調査（令和元年度調査）結果の概要

○ 調査の目的

次期報酬改定に向け、障害福祉サービス等報酬改定検討チームにおいて検討がなされた事項や、平成30年度報酬改定の
効果検証に必要な事項等について調査を行い、実態を把握することを目的とする。

○ 調査の概要

○ 調査の方法等

調査実施時期：令和元年11月～12月

抽出方法：

調査の対象となる事業所・施設について、無作為抽出または調査目的に応じた加算・減算状況等による層化抽出を行
い、調査対象を選定した。

調 査 名 調 査 項 目

１．生活介護における支援に関する調査
事業所の基本情報（事業所設立年月、経営主体等）、事業所の形態、定員数、実利用者数、
生活介護に従事する職員の概要、延長支援の実施状況、送迎の実施状況、食事提供の状況、
サービス提供・サービスメニュー等の状況 等

２．短期入所における支援に関する調査
事業所の基本情報（事業所設立年月、経営主体等）、事業所類型、報酬区分、単独型事業所
の状況、定員数・居室数、実利用者数、長期利用者の状況、緊急利用の状況、送迎の実施状
況、食事提供の状況、医療的ケアの状況 等

３．障害者支援施設における支援に関する調査
事業所の基本情報（事業所設立年月、経営主体等）、職員数、定員数・居室数、実利用者数、
ユニットケアの実施状況、施設入所支援の時間帯における職員配置・個別業務の状況、昼間
実施サービスを休んだ日の職員配置・入所者の活動状況、入所者の高齢化への対応状況 等

４．相談支援専門員の担当件数の実態把握及び標準担当件
数の妥当性及び相談支援事業所における加算の算定状況
等に関する調査研究

事業所の基本情報、計画作成件数、特定事業所加算等の算定状況、入院時情報連携加算等の
算定状況、報酬改定前後での運営状況等の変化、事業所に属する相談支援専門員の状況、相
談支援専門員の担当件数、業務負担の状況、担当する利用者の状況（障害特性、障害支援区
分、訪問にかかる移動時間等） 等

５．障害児通所支援事業所における加配加算と人員配置に
関する調査

事業所の基本情報、利用者の状況、医療的ケアの対応状況、職員体制及び職種・資格等の状
況、児童指導員等加配加算・看護職員加配加算の算定状況、児童指導員等加配加算における
加算対象者の概要（職種、資格等）、加算算定の今後の見込み 等

６．各種加算減算の算定状況等の実態調査
①訪問系サービスにおける特定事業所加算の取得状況に関する調査

②人員欠如減算・個別支援計画未作成減算に関する調査

①事業所の基本情報、特定事業所加算の算定状況、加算の算定要件、加算算定の今後の見込
み、加算を算定できない理由 等
②事業所の基本情報、人員欠如減算の適用状況、個別支援計画未作成減算の適用状況、減算
の適用となった理由、減算の解消見込み 等
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生活介護における支援に関する調査（重症心身障害者部分抜粋）

生活介護における支援に関する調査（結果概要）

受け入れ可能

2.5%
おおむね受け入れ可能だが難

しい場合もある

15.6%

受け入れは難しい

75.2%

無回答

6.8%

全体[N=855]

重症心身障害者の受け入れが難しい理由

81.6

86.3

62.7

74.5

67.8

33.0

7.5

3.1

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・設備面で受け入れが難しい

医療的ケアの提供が難しい

重症心身障害者に対応したサービスメニューの提供が難しい

重症心身障害者に対応できる専門性を有する職員が不足している

現在の職員体制で受け入れた場合、他の利用者へのケアが手薄になる不安がある

他の利用者との関係性に不安がある

受け入れのコストが適正に評価されない

その他

無回答

全体[N=643]

送付数 回収数 回収率 有効回答数 有効回答率

2,000 1,222 61.1% 1,182 59.1%

24.5

18.8

26.3

72.3

79.3

70.6

3.1

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=1,182]

障害者支援施設

[N=271]

通所型事業所[N=891]

重症心身障害者の受入有 重症心身障害者の受入無 無回答

重症心身障害者の受け入れ有無 重症心身障害者の受け入れ可否

○全国の生活介護事業所（9,571事業所）から、2,000事業所を無作為抽出

調査対象等
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障害児通所支援事業所における加配加算と人員配置に関する調査概要（医療的ケア児関連抜粋）

障害児通所支援事業所における加配加算と人員配置に関する調査（結果概要）

8.8

3.6

7.3

8.9

10.0

9.1

30.8

35.0

21.5

25.9

19.4

15.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

児童発達支援[N=480]

放課後等デイサービス[N=471]

現在、医療的ケア児の受け入れ可能（主に事業所の看護職員等により対応）

現在、医療的ケア児の受け入れ可能（主に連携先の医療機関等により対応）

現在は受け入れが難しいが、今後、体制を整えたい（主に看護職員等の雇用を想定）

現在は受け入れが難しいが、今後、体制を整えたい（主に医療機関等との連携を想定）

医療的ケア児の受け入れはしない

医療的ケア児がいない・医療的ケアのニーズがない

無回答

32.7

34.0

58.5

54.1

8.8

11.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

児童発達支援[N=820]

放課後等デイサービス[N=871]

有 無 無回答

医療的ケア児の有無 医療的ケア児の受け入れ意向 医療的ケアの対応〔複数回答〕

※主なものを抜粋

0% 20% 40% 60% 80%100%

経管（経鼻・胃ろう含…

服薬管理

頻回の吸引

気管挿管・気管切開

酸素吸入

持続モニター管理

レスピレーター管理

浣腸

ネブライザー

導尿

持続注入ポンプ使用

児童発達支援（児童発達支援センター）

[N=153]

児童発達支援（児童発達支援事業所）

[N=115]

看護職員加配加算の届出を行った理由

12.8

12.3

15.8

21.1

59.4

57.0

8.3

7.9

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

児童発達支援[N=133]

放課後等デイサービス[N=114]

以前から看護職員配置の要件は満たしていたが、医療的ケア児が増え、新たに医療的ケア児の要件が該当した

以前から医療的ケア児の要件は満たしていたが、新たに看護職員を雇用し、看護職員配置の要件が該当した

以前から看護職員配置、医療的ケア児の要件のいずれも満たしていた

新たに医療的ケア児の利用希望があり、必要な看護職員の雇用・マッチングを行ったことで要件に該当した

無回答

○全国の児童発達支援・放課後等デイサービス事業所（14,901事業所）から、加算事業所等により層化を行い、合わせて2,000事業所を抽出

送付数 回収数 回収率 有効回答数 有効回答率

2,000 1,303 65.2% 1,284 64.2%

調査対象等：
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